






















































































The New Wave of The City Planning and Its Civil Participacion:































































面と、同時にその収益を社会的目的に還元する“ 社会的企業 (Social 
Enterprise)”の一面も持ち合わせる。収益事業とまちづくり事業をい
かに確立していくかが長期的なまちづくりには必要である。これまでの
まちづくりが行政などの公的機関が中心となり公的な補助金を頼りに
実施されてきたが、今後は住民や民間セクターがまちづくり事業に積
極的に関わり有機的な都市空間が構築されることが期待される。同時
にボランタリーなまちづくり事業主体の成長と、ボランティアとしての
一般市民の参加がこれからのまちづくりには欠かせないものである。
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